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府立中央聴覚支援学校 

校長 𠮷田 伸哉 

令和６年度 学校経営計画及び学校評価 
 

１ めざす学校像 

１．学校に関わる全ての人が人権尊重の高い意識を持ち、安全に安心して学ぶことができる学校 

２．子どもたちが自身の将来像をイメージし、それに向けて必要な力を身につけることができる学校 

３．教職員が自分の役割を理解し、責任感を持って生き生きと業務に向かうことができる学校 

４．地域や地域の学校園とのつながりを深め、聴覚障がい教育のセンター的機能を果たす学校 

 

めざす幼児児童生徒像 

「豊かなことばをみにつけて、人や社会とのつながりを広げ、未来を切り拓く子どもたち」 

 

２ 中期的目標 

１．学校に関わる全ての人が人権尊重の高い意識を持ち、安全に安心して学ぶことができる学校 

（１）関係機関等と連携し、安全に対する教育や防災に関する知識を高めるとともに、子どもたちが危機に対応し安全に行動できる能力を育む。 

（２）教職員の豊かな人権感覚・人権意識による教育実践を組織的に進め、多様性を認め、自尊感情豊かな子どもたちの育成に資する。 

（３）感染症対策や熱中症対策などをすすめ、全ての子どもたちが安全に安心して活動できるよう、健康安全体制を充実させる。 

 

２．子どもたちが自身の将来像をイメージし、それに向けて必要な力を身につけることができる学校 

（１）「ことばを育む」「わかる授業づくり」を進め、基礎学力の定着を図るとともに、豊かなコミュニケーション力の向上を図る。 

   ☆児童生徒・保護者の学校教育自己診断で、「見てわかる授業の満足度」の肯定率を令和８年度までに 85％にする。(R２ 73％ R３ 69％ R４ 79％ R５ 82％)  

（２）将来の自己実現をめざし、一貫したキャリア教育に取り組み、自主性・社会性を育む。自らの学びを他校や地域社会へ情報発信する力を育む。 

☆児童生徒アンケートで「他校や地域との交流や発表が楽しい、世界が広がった」の肯定率を令和８年度までに 84％以上にする。(R４ 80％ R５ 81％) 

 ☆（１）（２）の取組みを通して児童生徒の学校教育自己診断「学校生活での満足度」（学校生活、授業、学校行事、進路）を令和８年度までに 85％以上にする。 

       (R２ 76％ R３ 76％ R４ 82％ R５ 85％) 

 

※学校経営推進費をＲ４年度から３年間受ける。事業名：「つながろう みんなと 飛び出そう 社会へ」（☆マークは学校経営推進費に関連する取組みや目標） 

事業費総額：398 万円 導入物品等：電子黒板機能付き短焦点プロジェクター、コミュニケーションロボット、大型スクリーン、動画編集ソフトなど   

 

３．教職員が自分の役割を理解し、責任感を持って生き生きと業務に向かうことができる学校 

（１）子どもたちの自ら学ぶ力を伸ばすために、研修や校内研究を充実させ、聴覚障がい教育を中心とした支援教育全体の専門性の向上を図る。 

（２）１人１台端末の有効な活用をめざし、教職員の ICT 活用のための研修を行い、活用に関わる知識や技能を向上させる。 

教職員アンケートで、「ICT 機器活用力」の肯定率を、令和８年度までに 80％以上にする。 （R３ 62％ R４ 78％ R５ 77％） 

（３）働き方改革を推進し、校務の効率化をめざす。働き方の多様性を認め合い、教職員が助け合いいきいきと働ける職場づくりを進める。 

 

４．地域や地域の学校園とのつながりを深め、聴覚障がい教育のセンター的機能を果たす学校 

（１）聴覚障がいに関する多様な相談に対して適切な支援を行い、連続性のある学びの場の確保のために、乳幼児期からの支援体制を充実する。  

（２）HP や研修、相談支援などにより、聴覚障がいの理解についての啓発活動を推進する。 

（３）防災に関わる取組みについて地域や他校と情報交換し連携を強める。 

 

 

【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［令和   年  月実施分］ 学校運営協議会からの意見 
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府立中央聴覚支援学校 

３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期的 

目標 今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 

評価指標[R５年度値] 

㋐:アンケートの略語 ㉂:学校教育自己診断の略

語 ☆経営推進費に係る取組み 

自己評価 

１ 

安
全
安
心
な
学
校
づ
く
り 

（１）安全や防災に対す

る意識の向上。危機に

対応し安全に行動で

きる能力の育成 

（２）人権感覚・人権意

識の向上、多様性を認

め、自尊感情豊かな子

どもの育成 

 

 

 

（３）健康安全体制の充

実 

 

 

（１）防犯・防災対策を推進する。 

ア 実践的な防犯や防災の訓練と防災学習 

子どもたちが進める安全推進活動 

イ 保護者と連携した訓練の実施 

（２）ア 豊かな人権感覚醸成のための教職

員人権研修を３回行う。 

イ 人との関りを通して多様性を認め、行事

等をやりきることで自尊感情が豊かにな

るよう取組みを進める。 

ウ 日常の観察や生活㋐で子ども同士の関係

を察知し、早期に対応する。      

（３）ア 外部人材を活用した専門的な講座

で子どもたちの学びを深める。 

ア 子ども間での保健の啓発活動 

イ 実践的な訓練で教職員の対応力を高める 

（１）ア 変化のある防犯・防災訓練３回［３回］ 

ア 子ども㉂「安全意識の向上」肯定率 85％以上

［86％］ 

イ さくら連絡網で緊急時安全確認を２回行う 

（２）ア 教職員人権研修を３回行い、㉂「人権尊

重の教育」95％以上維持［99％］ 

イ HR や道徳、特別活動で人権尊重の教育や多様

性理解に取り組む。 

  子ども㉂「いじめ対応」肯定率 76％［72％］ 

ウ 月１回のいじめ対応委員会で情報交換を行う。

児童生徒用生活㋐を２回実施［２回］  

（３）ア 外部人材活用講習を３回以上［４回］ 

 

ア 生徒主体の保健指導・発表２回以上行う［３回］ 

イ シミュレーション訓練等を７回以上［７回］ 

 

２ 

「
こ
と
ば
を
育
む
」「
見
て
わ
か
る
授
業
」
に
よ
る
学
力
の
向
上
と
キ
ャ
リ
ア

教
育 

（１）「ことばを育む」取

組みを充実させる。

「見てわかる授業」で

基礎学力の定着。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）将来の自己実現を

めざしたキャリア教

育。 

 自主性・社会性を育

む。 

 

（１）読み書きを意識した活動を増やし、こと

ばを育むとともに、学力の向上を図る。 

ア 全ての活動で、生活言語を拡充し、学習言

語を育て（読み書きの力を伸ばし）、豊か

なコミュニケーション力の向上を図る。 

イ ICT 機器等の活用で「見てわかる授業」を

推進する。タブレット端末の活用を推進。 

ウ 子どもたちの読書活動を継続して推進す

る。 

エ 作文や作品応募、各種検定へのチャレン

ジを支援する。 

（２）ア 一貫校の強みを生かし、校内の交流

を充実させて、ロールモデルとする。 

イ 地域の学校や園との交流を継続、充実さ

せ、相互理解を深める。 

ウ 発達段階に応じたキャリア教育に取り組

み、卒業生や外部人材を招いた進路講演

会等を行い、将来像を豊かにする。  

（１） 

 

ア (幼)絵日記、(小)日記、読書感想文、(中)読書

感想文、自立活動、(高)実習、卒後を意識した

会話の学習、(寄宿舎)自治活動 に取り組む。 

イ ☆児童生徒・保護者㉂「わかる授業」肯定 82％

［80％］ 

ウ 中央図書館との連携で読書活動を充実。読み聞

かせ４回［４回］団体貸付１回［１回］ 

エ コンクールの応募、漢検・英検・パソコン検定

等へのチャレンジを支援する［実績］ 

（２）ア 目的を明確にした縦割り集団活動、運動

会、文化祭、幼小お楽しみ集会等で交流の充実 

イ ☆地域の学校・園との交流を年 10 回［10 回］ 

イ ☆交流でコミュニケーションロボットの活用 

イ ☆児童生徒㉂「交流・発表の充実」83％［81％］ 

ウ 卒業生や外部人材を招いた講座を実施する。講

演会後の児童生徒㋐充実度 80％以上［82％］ 

 

３ 
教
員
の
専
門
性
の
向
上 

（１）研修や校内研究を

充実させて、教員の専

門性の向上。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）１人１台端末の有

効な活用。ICT 活用に

関わる知識や技能を

向上。 

 

（３）校務の効率化と働

き方改革。 

（１）ア 教員の専門性向上のため、計画的に

研修を実施する。個別最適な学びと協働

的な学びについての実践を進める。 

イ 研究保育・研究授業、相互授業見学を充実

し、授業力向上を図る。 

ウ 学部を超えた実践交流の機会を設け、教

職員の意見交換を盛んにする。 

エ 学部間連携が強まる取組みについて、カ

リキュラム等を検討する。 

オ 自立活動プログラム見直しを R５から３

年かけて行う。 

（２）ア ICT 活用向上研修を計画的に行う。 

イ タブレット端末の活用を推進し、家庭学

習でも活用できるようにする。 

ウ 外部研修や公開授業等に積極的に参加、

ICT 活用力向上を図る。 

（３）会議の精選や業務の効率化の検討を進

め、働き方改革を進める。長時間勤務の縮減に

取組む。 

（１）ア 左記を基にした研修会を２回以上実施

し、教員㋐肯定率 80％以上［80％］ 

 

イ 研究授業・保育を８回実施。［８回］  

☆ 上記のうち４回は公開研究授業とする。 

ウ 学部を超えた教職員間の実践交流の場を２回

設ける。 

エ 学部間連携が強まる取組みについて、カリキュ

ラム等を検討する。 

オ 重複障がいの子ども用を２年かけて立案する。 

  

（２）ア ☆活用力向上の研修を２回行う［３回］ 

イ 中・高はタブレットの家庭学習での活用を推進

する。 

ウ 外部研修等への参加と全体への共有を行う。 

（３）会議の精選や回数の見直し、業務の効率化の

検討を進める。時間外勤務時間縮減 一人月平均       

19 時間［20 時間］  

 

４
セ
ン
タ
ー
的
機
能
の
充
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（１）多様な相談に適切

な支援をし、連続性の

ある学びの場を確保

する。 

（２）HP や研修、相談支

援などを通じて、聴覚

障がい理解の啓発活

動を推進する。 

 

 

（３）防災について地域

や他校との情報交換 

（１）ア 聴覚支援センターとして、地域の学

校園及び保護者からの相談に応じる。 

イ 通級による指導で学習効果を上げ子ども

たちの自信や意欲の向上。 

ウ 早期に通う難聴児の支援体制整備 

（２）ア 地域の教職員対象の研修会を行い、

指導・支援の充実を図る。 

イ みみネット等で情報発信を続け、聴覚障

がい理解の啓発活動を推進する。 

 

（３）ア 災害対策や災害時の校内体制など

を情報交換し、連携を強める。 

（１）ア 支援校の終了後㋐で、「ニーズに応じた

相談」肯定率 95％以上維持［100％］ 

イ 終了後の子ども㋐肯定 90％以上［100％］ 

 

ウ 早期教育相談の保護者㋐での満足度 85％ 

（２）ア 研修会を３回実施し、参加者㋐で、肯定

率 95％以上［100％］ 

イ みみネットで情報発信 10回以上［11 回］ 

イ 手話動画で、聴覚障がい支援に関する啓発を推

進する。 

（３）ア  地域と連携した防災訓練への参加。関係

校への視察等で防災に関わる情報交換を行う。 
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